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2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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包括的支援事業
（社会保障充実分）

在宅医療介護連携相
談センター運営

－
12,888 13,732 13,496

15,300 18,604 18,557

包括的支援事業・
任意事業

紙おむつ支給事業、相
談員派遣事業

114.8%
532,932 563,309 584,877

介護予防生活支援
サービス費負担、介護
予防教室事業

参加者数（人）
356 310 340

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

高齢者いきいき課

介護保険課

57,073

159,962

介護保険課長　

達成度

介護予防・日常生活
支援総合事業

高齢者が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができるようにするため。

市民の保健医療の向上及び福祉の増進を図る。

・65歳以上の方で介護が必要となった場合や、40歳から64歳までの方で老化が原因とされる病気により介護が必要と
なった場合に１割から３割の自己負担で、入浴等の介助者機能訓練などのサービスを受けることができる介護保険制度
を運営し、介護保険事務の他、保険料の徴収を行った。
・高齢者が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができるよう、介護予防に関する事業や保険・医療・福祉に関する
総合的な支援サービスを受けることができる介護予防に関する事業を行った。

枝
番
号

640,809

介護保険料関係通知
作成印字・封入封緘事

業

介護保険料現年度分
の収納率（％）

750,000

介護保険料賦課徴収
事業

7,030,651

人件費　（千円）

17,563,359 18,303,139
156,245

10,678,356

要支援・要介護認定率
（％）

職員給与費

一般財源

その他特定財源

地方債

国県支出金

介護給付等事業

介護予防給付等事業

－

－

評価対象事業 評価者 吉田　水香

主管課

関連課

健福-28
介護保険事業（特別会計）

自治事務

法定受託事務

総合計画上
の位置付け 分野 健康福祉 施策の方針 健康長寿社会の構築

鎌倉市介護保険被保険者

令和３年度 令和４年度
指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

介護保険運営事業
64,365 70,774

実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

－
通知等の郵送、介護
保険システム機器賃

借料

事務事業

94.7 93.8

5,464 6,446

介護認定調査・審査事
業

20.8 20.7

80,645 107,178
要介護認定調査事業

157,453 184,933

職員、会計年度任用
職員の給与費

－

15,401,563 16,256,086

要介護認定者への給
付

－

314,220 296,211

要支援認定者、事業
対象者への給付

－

高額介護サービス等
給付事業

介護給付審査支払
事業 14,859 13,968

介護給付費等の請求
に対する審査及び支

払い
－

高額介護サービス費
等の支給

介護給付等準備積立
基金　他 322,861 21,898

積立金、還付金・加算
金、返還金、繰出金、

予備費

10,960,843

16,120,700

財源
内訳

6,581,076 6,972,767

139,609

－

361,828

10,900,788

93.9

6,794

21.3

116,183

181,580

702,200

18,293,267

336,498

15,700

303,927 369,529

事業費の合計　（千円）

101.0%

99.5%



4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

5 評価結果

(１) 最小事業評価
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22.5

25.0

令和３年度 令和４年度 令和５年度

－

－

－

－

介護予防・日常生活
支援総合事業

介護給付等事業

－

日常生活を維持するためにサー
ビスの提供を受けた要介護認定
者に対し、サービス費の７～９割
を給付することで、被保険者の
負担を軽減する。

会計年度任用職員

枝
番
号

職員給与費

25.0

令和７年度

正規職員等

令和６年度

－

要支援・要介護認定者数は年々増加
しており、事務量が増加している。認
定調査や認定審査会の実施に当た
り、システムの導入等の事務の効率
化を図る必要がある。

介護保険制度の適切な運営。

後期高齢者の人口が増加したた
め。

職員及び会計年度任用職員の
給与費。

令和２年度の第８期鎌倉市高齢
者保健福祉計画の策定に当た
り、R３～R５年度の介護給付費
の見込み額及びそれに基づく適
正な介護保険料額の設定に寄
与した。

コロナ感染症対策のため滞納者
への訪問は自粛したが、コロナ
減免を実施しており、その影響
等により収納率は上昇した。

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

16.1

事務事業
上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

介護保険制度の運営に不可欠
な介護保険システムの賃貸借及
び保守の実施。

－

第１号被保険者から介護保険料
を徴収し、介護サービスを実施
する事業所へ給付することで、
被保険者の負担額を軽減に寄
与した。

16.8

令和２年度

23.0

介護予防給付等事業

高額介護サービス等
給付事業

介護給付審査支払
事業

包括的支援事業・
任意事業

介護保険運営事業

指標分析の推移、
目標未達の理由

介護保険料賦課徴収
事業

介護認定調査・審査事
業

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

日常生活を維持するためにサー
ビスの提供を受けた要支援認定
者・事業対象者に対し、サービス
費の７～９割を給付することで、
被保険者の負担を軽減する。

自己負担額が基準額を超えた
要支援・要介護認定者に超えた
額を支払うことで、被保険者の
負担を軽減する。

サービスを提供する事業所に対
し、迅速かつ正確に給付してい
る。

積み立てた準備金を一部取崩
し、被保険者の負担を軽減す
る。

－

介護給付等準備積立
基金　他

－

－

包括的支援事業
（社会保障充実分）

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

在宅医療や認知症施策の推進
に関する支援体制を構築し、高
齢者が安心して生活できる地域
づくりを推進する。

給付費の適正化を進めること
で、被保険者や介護者の負担の
軽減する。

令和２年度はコロナ感染症対策
により開催回数を減らしていた
が、令和３年度は増やしたため。

教室等の参加により、フレイル
予防、さらには健康寿命の延伸
につなげる。

フレイル予防が必要な対象者に、参
加を促す方法が課題となっている。

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。

国が定める介護保険制度の枠
組みの中で実施しているため目
標設定にはなじまない。



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ ■ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

妥当性
1　市民ニーズは変わらずにある

1　事業費の削減余地はない

公平性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している

協働 市民等と協働して事業を展開しているか ○.協働実施済

○-2　市民等と協働して適切に事業を実施している

有効性

3　民間によるサービスで代替できる事業はない

事業費の削減余地はないか

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない

民間によるサービスで代替できる事業はないか

【今後の方針】 拡充 改善・変更

効率性

現状維持 縮小

各事業の実施に対する市民ニーズはあるか

指標（単位） 介護保険料普通徴収現年度分の収納率（各年度） 単位 ％

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 1　実施済み

協働実施済の場合のパートナー
認知症サポーター、市民ボランティア
団体等

休止・廃止

今後も本市の後期高齢者人口は増加が見込まれており、要支援・要介護認定率も上昇し、介護給付費も増加してい
くものと思われるが、引続き介護予防事業を実施し、フレイル状態に陥る恐れのある者を早期に発見し、フレイル予
防、要介護状態になることの予防と心身の状態の悪化防止に取組み、介護給付費の増加の軽減に努める。一方で、
令和２年度に策定した第８期鎌倉市高齢者保健福祉計画に則り、令和５年度までに民間事業者の公募による地域密
着型サービス事業所等の整備を進め、入所待機者への対応を進める。

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

収納率推移の把握

目標値 93.8 93.9 94.0

94.7

達成率   

R6年度 R7年度

94.1 94.2

実績値 93.8

指標（単位） 介護予防教室等の参加者数 単位 人

101.0%

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

教室等参加者数の推移の把握

目標値 310 340 370

356

達成率   

R6年度 R7年度

400 420

平塚市 小田原市

114.8%

5,060 5,800

実績値 281

比較事項 介護保険料基準額（月額）

団体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 横須賀市 逗子市 三浦市

他市実績
5,500 5,500 4,980 5,513 5,810 5,885

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

本市の介護保険料基準額（月額）は県内加重平均額（6,027円）を下回っている状況であるが、今後も後期高齢者人口
の増加が見込まれており、介護給付費の増加も見込まれる中で、引き続き基金を活用しながら、適正な介護保険料額
を設定していく。

指標（単位） 要支援・要介護認定率（各年度末時点） 単位 ％

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

要支援・要介護認定率の把握

目標値 20.7 21.3 21.9

20.8

達成率  

R6年度 R7年度

22.5 23.1

 

実績値 20.3

99.5%


